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モジュール５

児童虐待防止法－①
（児童虐待の防止等に関する法律）

第1条（目的）
この法律は、児童虐待が、保護者がその監護する児童に対し

て行うものであるために他人から認知されること及び児童がその
被害から自ら逃れることが困難である等の特別の事情から児童
の生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあり、かつ、
児童の権利を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成に
重大な影響を与えるとともに、我が国における将来の世代の育
成にも懸念を及ぼすことにかんがみ、児童に対する虐待の禁止、
児童虐待の予防及び早期発見その他の児童虐待の防止に関す
る国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童の保護
及び自立の支援のための措置等を定めることにより、児童虐待
の防止等に関する施策を促進し、もって児童の権利利益の擁護
に資することを目的とする。
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児童虐待防止法－②の１

第２条（定義）

この法律において、「児童虐待」とは、保護者（親権を
行う者、未成年後見人その他の者で、児童を現に監護す
るものをいう）がその監護する児童（18歳に満たない者を
いう）について行う次に掲げる行為をいう。

すなわち「身体的虐待」

一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのあ
る暴行を加えること。
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児童虐待防止法－②の２

すなわち「性的虐待」

第２条（定義）

二 児童にわいせつな行為をすること又は児童をし

てわいせつな行為をさせること。

性的暴行性的暴行(sexual assault)(sexual assault)
＋＋

性的搾取性的搾取(sexual exploitation)(sexual exploitation)
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児童虐待防止法－②の３

第２条（定義）

三 児童の心身の正常な発達を妨げるような著しい減食
又は長時間の放置、保護者以外の同居人による前二
号又は次号に掲げる行為と同様の行為の放置その他
の保護者としての監護を著しく怠ること。

すなわち「ネグレクト」

※※ 同居人が児童を虐待しているのを止めな同居人が児童を虐待しているのを止めな
いことも虐待（ネグレクト）である。いことも虐待（ネグレクト）である。
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児童虐待防止法－②の４
第２条（定義）

四 児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対
応、児童が同居する家庭における配偶者に対する
暴力（配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の

事情にある者を含む。）の身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危

害を及ぼすもの及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をいう。）そ
の他の児童に著しい心理的外傷を与える言動を行
うこと。

すなわち「心理的虐待」

※※ 配偶者に対する暴力（配偶者に対する暴力（DVDV）を子どもが見続けざ）を子どもが見続けざるる

をえないという状況は虐待をえないという状況は虐待（心理的虐待）（心理的虐待）である。である。
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児童虐待防止法－③
第4条（国及び地方公共団体の責務等）
２ 国及び地方公共団体は、児童相談所等関係機関の職員及び学

校の教職員、児童福祉施設の職員、医師、保健師、弁護士その他

児童の福祉に職務上関係のある者が児童虐待を早期に発見し、

その他児童虐待の防止に寄与することができるよう、研修等必要な

措置を講ずるものとする。

３ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童の保護及び自

立の支援を専門的知識に基づき適切に行うことができるよう、児童

相談所等関係機関の職員、学校の教職員、児童福祉施設の職員そ

の他児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援の職務に携わ

る者の人材の確保及び資質の向上を図るため、研修等必要な措置

を講ずるものとする。

※※ 発見・通報だけで発見・通報だけで

なく、ケアする力も身なく、ケアする力も身

に付ける必要。に付ける必要。
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児童虐待防止法－④

第１３条の２（児童虐待を受けた児童等に対する支援）

２ 国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童が

その年齢及び能力に応じ充分な教育が受けられるよ
うにするため、教育の内容及び方法の改善及び充実
を図る等必要な施策を講じなければならない。

３ 国及び地方公共団体は、居住の場所の確保、進学

又は就業の支援その他の児童虐待を受けた者の自
立の支援のための施策を講じなければならない。
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児童虐待防止法－⑤

第5条（児童虐待の早期発見等）

１ 学校、児童福祉施設、病院その他児童の福祉に業務上関係

のある団体及び学校の教職員、児童福祉施設の職員、医師、
保健師、弁護士その他児童の福祉に職務上関係のある者は、
児童虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、児童虐待の
早期発見に努めなければならない。

２ 前項に規定する者は、児童虐待の予防その他の児童虐待の

防止並びに児童虐待を受けた児童の保護及び自立の支援に関
する国及び地方公共団体の施策に協力するよう努めなければ
ならない。

３ 学校及び児童福祉施設は、児童及び保護者に対して、児童虐

待の防止のための教育又は啓発に努めなければならない。
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児童虐待防止法－⑥
第６条（児童虐待に係る通告）

１ 児童虐待を受けたと思われる児童を発見した者は、速やかに、

これを市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相

談所又は児童委員を介して市町村、都道府県の設置する福祉事

務所若しくは児童相談所に通告しなければならない。

２ 前項の規定による通告は、児童福祉法第２５条の規定による通

告とみなして、同法の規定を適用する。

３ 刑法の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の

規定は、第１項の規定による通告をする義務の遵守を妨げるもの

と解釈してはならない。
※※ 通告は守秘義務に抵触しない通告は守秘義務に抵触しない

※※ 確証はなくても、虐待を受けたと思われれば要通告確証はなくても、虐待を受けたと思われれば要通告
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児童虐待防止法－⑦

第１３条の３（資料又は情報の提供）

地方公共団体の機関は、市町村長、都道府県の設置する福祉事務所

の長又は児童相談所長から児童虐待に係る児童又はその保護者の心身

の状況、これらの者の置かれている環境その他児童虐待の防止等に係

る当該児童、その保護者その他の関係者に関する資料又は情報の提供

を求められたときは、当該資料又は情報について、当該市町村長、都道

府県の設置する福祉事務所の長又は児童相談所長が児童虐待の防止

等に関する事務又は業務の遂行に必要な限度で利用し、かつ、利用する

ことに相当の理由があるときは、これを提供することができる。ただし、当

該資料又は情報を提供することによって、当該資料又は情報に係る児童、

その保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を不当に侵害するお

それがあると認められるときは、この限りでない。
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第１条（児童福祉の理念）

１ すべて国民は、児童が心身ともに健やかに生まれ、且つ、育

成されるよう努めなければならない。

２ すべて児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護されなけ

ればならない。

第２条（児童育成の責任）

国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心
身ともに健やかに育成する責任を負う。

第３条（原理の尊重）

前二条に規定するところは、児童の福祉を保障するための

原理であり、この原理は、すべて児童に関する法令の施行にあ
たつて、常に尊重されなければならない。

児童福祉法－① 【児童福祉の基本原理】
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第２５条（要保護児童発見者の通告義務）

要保護児童を発見した者は、これを市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委員を介し
て市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所に通告しなければならない。ただし、（略）。

第２５条の６（状況の把握）

市町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童相談所は、第２５条の規定による通告を受けた場合において必要が

あると認めるときは、速やかに、当該児童の状況の把握を行うものとする。

第２５条の７（通告児童等に対する措置）

１ 市町村（次項に規定する町村を除く。）は、要保護児童等に対する支援の実施状況を的確に把握するものとし、第２５条

の規定による通告を受けた児童及び相談に応じた児童又はその保護者（以下「通告児童等」という。）について、必要があ
ると認めたときは、次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。

一 第２７条の措置を要すると認める者並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の

判定を要する と認める者は、これを児童相談所に送致すること。

第２５条の８（福祉事務所長の採るべき措置）

都道府県の設置する福祉事務所の長は、第２５条の規定による通告又は前条第２項第２号若しくは次条第１項第３号
の規定による送致を受けた児童及び相談に応じた児童、その保護者又は妊産婦について、必要があると認めたときは、
次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。

一 第２７条の措置を要すると認める者並びに医学的、心理学的、教育学的、社会学的及び精神保健上の

判定を要すると認める者は、これを児童相談所に送致すること。

児童福祉法－② 【要保護児童の通告・通告児童等に対する措置等】
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第２６条（児童相談所長の採るべき措置）

1 児童相談所長は、第２５条の規定による通告を受けた児童、第２５条の７第１項第１号若しくは第２項第２号、前条第１

号又は少年法 （昭和２３年法律第１６８号）第１８条第１項 の規定による送致を受けた児童及び相談に応じた児童、その

保護者又は妊産婦について、必要があると認めたときは、次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。

一 次条の措置を要すると認める者は、これを都道府県知事に報告すること。

第２７条（都道府県の採るべき措置）

※ 平成２０年法律第８５号による改正後の条文【下線部は改正部分（平成２１年４月１日施行）】

１ 都道府県は、前条第１項第１号の規定による報告又は少年法第１８条第２項の規定による送致のあつた児童につき、

次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。

三 児童を小規模住居型児童育成事業を行う者若しくは里親に委託し、又は乳児院、児童養護施設、知的障

害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設、情緒障害児

短期治療施設若しくは児童自立支援施設に入所させること。

４ 第１項第３号又は第２項の措置は、児童に親権を行う者（第４７条第１項の規定により親権を行う児童福祉施設の長

を除く。以下同じ。）又は未成年後見人があるときは、前項の場合を除いては、その親権を行う者又は未成年後見人の

意に反して、これを採ることができない。

児童福祉法－③ 【都道府県による措置－同意入所】
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第２８条（保護者の児童虐待等の場合の措置）

１ 保護者が、その児童を虐待し、著しくその監護を怠り、その他保護者に監護させることが著しく当該児童の福祉を害す

る場合において、第２７条第１項第３号の措置を採ることが児童の親権を行う者又は未成年後見人の意に反するときは、

都道府県は、次の各号の措置を採ることができる。

一 保護者が親権を行う者又は未成年後見人であるときは、家庭裁判所の承認を得て、第２７条第１項

第３号の措置を採ること。

２ 前項第１号及び第２号ただし書の規定による措置の期間は、当該措置を開始した日から二年を超えてはならない。た

だし、当該措置に係る保護者に対する指導措置（第２７条第１項第２号の措置をいう。以下この条において同じ。）の効

果等に照らし、当該措置を継続しなければ保護者がその児童を虐待し、著しくその監護を怠り、その他著しく当該児童の

福祉を害するおそれがあると認めるときは、都道府県は、家庭裁判所の承認を得て、当該期間を更新することができる。

児童福祉法－④【強制入所】
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第３３条（児童の一時保護）

１ 児童相談所長は、必要があると認めるときは、第２６条第１項の措置をとるに至るまで、児童に一時保護を加え、又は

適当な者に委託して、一時保護を加えさせることができる。

２ 都道府県知事は、必要があると認めるときは、第２７条第１項又は第２項の措置をとるに至るまで、児童相談所長をし

て、児童に一時保護を加えさせ、又は適当な者に、一時保護を加えることを委託させることができる。

３ 前２項の規定による一時保護の期間は、当該一時保護を開始した日から二月を超えてはならない。

４ 前項の規定にかかわらず、児童相談所長又は都道府県知事は、必要があると認めるときは、引き続き第１項又は第

２項の規定による一時保護を行うことができる。

児童福祉法－⑤【一時保護】

【参考】 第１２条の４ 児童相談所には、必要に応じ、児童を一時保護する施設を設けなければならない。
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第２５条の７（通告児童等に対する措置）

１ 市町村（次項に規定する町村を除く。）は、要保護児童等に対する支援の実施状況を的確に把握するものとし、第二十五条の規定によ
る通告を受けた児童及び相談に応じた児童又はその保護者（以下「通告児童等」という。）について、必要があると認めたときは、次の各
号のいずれかの措置を採らなければならない。

二 通告児童等を当該市町村の設置する福祉事務所の知的障害者福祉法 （昭和三十五年法律第三十七号）第九

条第五項に規定する知的障害者福祉司（以下「知的障害者福祉司」という。）又は社会福祉主事に指導させること。

第２５条の８（福祉事務所長の採るべき措置）

都道府県の設置する福祉事務所の長は、第二十五条の規定による通告又は前条第二項第二号若しくは次条第一項第三号の規定に
よる送致を受けた児童及び相談に応じた児童、その保護者又は妊産婦について、必要があると認めたときは、次の各号のいずれかの措
置を採らなければならない。

二 児童又はその保護者をその福祉事務所の知的障害者福祉司又は社会福祉主事に指導させること。

第２６条（児童相談所長の採るべき措置）

1 児童相談所長は、第二十五条の規定による通告を受けた児童、第二十五条の七第一項第一号若しくは第二項第一号、前条第一号
又は少年法 （昭和二十三年法律第百六十八号）第十八条第一項の規定による送致を受けた児童及び相談に応じた児童、その保護者
又は妊産婦について、必要があると認めたときは、次の各号のいずれかの措置を採らなければならない。

一 児童又はその保護者を児童福祉司若しくは児童委員に指導させ、又は都道府県以外の者の設置する児童家

庭支援センター若しくは都道府県以外の障害者自立支援法第五条第十七項に規定する相談支援事業（次条第

一項第二号及び第三十四条の六において「相談支援事業」という。）を行う者に指導を委託すること。

第２７条（都道府県の採るべき措置）

１ 都道府県は、前条第一項第一号の規定による報告又は少年法第十八条第二項の規定による送致のあつた児童につき、次の各号
のいずれかの措置を採らなければならない。

二 児童又はその保護者を児童福祉司、知的障害者福祉司、社会福祉主事、児童委員若しくは当該都道府県の

設置する児童家庭支援センター若しくは当該都道府県が行う相談支援事業に係る職員に指導させ、又は当該

都道府県以外の者の設置する児童家庭支援センター若しくは当該都道府県以外の相談支援事業を行う者に指

導 を委託すること。

児童福祉法－⑥【在宅による指導】



モジュール５

第２５条の２

※ 平成２０年法律第８５号による改正後の条文【下線部は改正部分（平成２１年４月１日施行）】

1     地方公共団体は、単独で又は共同して、要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援
を図るため、関係機関、関係団体及び児童の福祉に関連する職務に従事する者その他の関係者（以下「関係機関等」と
いう。）により構成される（以下「協議会」という。）を置くように努めなければならない。

２ 協議会は、要保護児童若しくは要支援児童及びその保護者又は特定妊婦（以下「要保護児童等」という。）に関する情報
その他要保護児童の適切な保護又は要支援児童若しくは特定妊婦への適切な支援を図るために必要な情報の交換を行
うとともに、要保護児童等に対する支援の内容に関する協議を行うものとする。

４ 協議会を設置した地方公共団体の長は、協議会を構成する関係機関等のうちから、一に限り要保護児童対策調整機関
を指定する。

５ 要保護児童対策調整機関は、協議会に関する事務を総括するとともに、要保護児童等に対する支援が適切に実施され
るよう、要保護児童等に対する支援の実施状況を的確に把握し、必要に応じて、児童相談所、養育支援訪問事業を行う
者その他の関係機関等との連絡調整を行うものとする。

６ 要保護児童対策調整機関は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の業務に係る事務を適切に行うことができる者
として厚生労働省令で定めるものを置くように努めなければならない。

第２５条の５

次の各号に掲げる協議会を構成する関係機関等の区分に従い、当該各号に定める者は、正当な理由がなく、協議会
の職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

一 国又は地方公共団体の機関 当該機関の職員又は職員であつた者

二 法人 当該法人の役員若しくは職員又はこれらの職にあつた者

三 前二号に掲げる者以外の者 協議会を構成する者又はその職にあつた者

児童福祉法－⑦ 【要保護児童対策地域協議会】



○関係機関

市町村（第１０条）

都道府県（第１１条）

児童相談所（第１２条）

児童福祉司（第１３条）

児童委員（第１６条）

児童福祉法－⑧ 【関係機関・施設・里親等】

○施 設

乳児院（第３７条）

児童養護施設（第４１条）

情緒障害児短期治療施設（第４３条の５）

児童自立支援施設（第４４条）

児童家庭支援センター（第４４条の２）

○小規模住居型児童養育事業を行う者＊

（第６条の２）

○里親 （第６条の３）

※福祉事務所

(社会福祉法第１４条)

＊平成２０年改正（平成２０年法律第８５号）により制度化

（平成２１年４月１日施行）



障害者虐待防止法－①
（障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する
支援等に関する法律）

第１条（目的）

この法律は、障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害
するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって障害者
に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑
み、障害者に対する虐待の禁止、障害者虐待の予防及び早
期発見その他の障害者虐待の防止等に関する国等の責務、
障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援
のための措置、養護者の負担の軽減を図ること等の養護者
に対する養護者による障害者虐待の防止に資する支援（以
下「養護者に対する支援」という。）のための措置等を定める
ことにより、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等に関
する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資す
ることを目的とする。 モジュール５



障害者虐待防止法－②の１

第２条（定義）
この法律において「障害者」とは、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）第二条第
一号に規定する障害者をいう。

２ この法律において「障害者虐待」とは、養護者による障害者虐待、障害者福祉施設従事者等
による障害者虐待及び使用者による障害者虐待をいう。

障害者基本法第2条（定義）
この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各
号に定めるところによる。

一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。） その他
の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であつて、
障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当
な制限を受ける状態にあるものをいう。

モジュール５



障害者虐待防止法－②の２
（養護者による障害者虐待）

第２条（定義）
６ この法律において「養護者による障害者虐待」とは、次のいずれかに該当する行為
をいう。
一養護者がその養護する障害者について行う次に掲げる行為
イ障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は

正当な理由なく障害者の身体を拘束すること。
ロ 障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせ

ること。
ハ障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に著し

い心理的外傷を与える言動を行うこと。
ニ 障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、養護者以外の同

居人によるイからハまでに掲げる行為と同様の行為の放置等養護を著しく怠
ること。

二 養護者又は障害者の親族が当該障害者の財産を不当に処分することその他当
該障害者から不当に財産上の利益を得ること。

モジュール５



障害者虐待防止法－②の３
（障害者福祉施設従事者等による障害者虐待）

第２条（定義）
７ この法律において「障害者福祉施設従事者等による障害者虐待」とは、障害者福
祉施設従事者等が、当該障害者福祉施設に入所し、その他当該障害者福祉施設
を利用する障害者又は当該障害福祉サービス事業等に係るサービスの提供を受
ける障害者について行う次のいずれかに該当する行為をいう。
一 障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正
当な理由なく障害者の身体を拘束すること。
二 障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせる
こと。
三 障害者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言動その他
の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。
四 障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、当該障害者福祉施
設に入所し、その他当該障害者福祉施設を利用する他の障害者又は当該障害福
祉サービス事業等に係るサービスの提供を受ける他の障害者による前三号に掲げ
る行為と同様の行為の放置その他の障害者を養護すべき職務上の義務を著しく怠
ること。
五 障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を
得ること。

モジュール５



障害者虐待防止法－②の４
（使用者による障害者虐待）

第２条（定義）
８ この法律において「使用者による障害者虐待」とは、使用者が当該事業所に使用
される障害者について行う次のいずれかに該当する行為をいう。
一 障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当
な理由なく障害者の身体を拘束すること。
二 障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせるこ
と。
三 障害者に対する著しい暴言、著しく拒絶的な対応又は不当な差別的言動その他
の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと。
四 障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置、当該事業所に使用さ
れる他の労働者による前三号に掲げる行為と同様の行為の放置その他これらに準
ずる行為を行うこと。
五 障害者の財産を不当に処分することその他障害者から不当に財産上の利益を
得ること。

モジュール５



障害者虐待防止法－③

第３条 （障害者に対する虐待の禁止）
何人も、障害者に対し、虐待をしてはならない。

第４条（国及び地方公共団体の責務等）
国及び地方公共団体は、障害者虐待の予防及び早期発見その他の障害者虐待の防止、障
害者虐待を受けた障害者の迅速かつ適切な保護及び自立の支援並びに適切な養護者に対
する支援を行うため、関係省庁相互間その他関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民
間団体の支援その他必要な体制の整備に努めなければならない。
２ 国及び地方公共団体は、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立
の支援並びに養護者に対する支援が専門的知識に基づき適切に行われるよう、これらの職
務に携わる専門的知識及び技術を有する人材その他必要な人材の確保及び資質の向上を
図るため、関係機関の職員の研修等必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
３ 国及び地方公共団体は、障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立
の支援並びに養護者に対する支援に資するため、障害者虐待に係る通報義務、人権侵犯事
件に係る救済制度等について必要な広報その他の啓発活動を行うものとする。

第５条（国民の責務）
国民は、障害者虐待の防止、養護者に対する支援等の重要性に関する理解を深めるととも
に、国又は地方公共団体が講ずる障害者虐待の防止、養護者に対する支援等のための施策
に協力するよう努めなければならない。

モジュール５



障害者虐待防止法－④

第６条（障害者虐待の早期発見等）

国及び地方公共団体の障害者の福祉に関する事務を所掌する部局その他の関係機関は、障害者虐待を発見し
やすい立場にあることに鑑み、相互に緊密な連携を図りつつ、障害者虐待の早期発見に努めなければならない。

２ 障害者福祉施設、学校、医療機関、保健所その他障害者の福祉に業務上関係のある団体並びに障害者福祉施設
従事者等、学校の教職員、医師、歯科医師、保健師、弁護士その他障害者の福祉に職務上関係のある者及び使
用者は、障害者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、障害者虐待の早期発見に努めなければならない。

３ 前項に規定する者は、国及び地方公共団体が講ずる障害者虐待の防止のための啓発活動並びに障害者虐待を
受けた障害者の保護及び自立の支援のための施策に協力するよう努めなければならない。

第２９条 （就学する障害者に対する虐待の防止等）

学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校、同法第百二十四条に規定する専修
学校又は同法第百三十四条第一項に規定する各種学校をいう。以下同じ。）の長は、教職員、児童、生徒、学生そ
の他の関係者に対する障害及び障害者に関する理解を深めるための研修の実施及び普及啓発、就学する障害者
に対する虐待に関する相談に係る体制の整備、就学する障害者に対する虐待に対処するための措置その他の当
該学校に就学する障害者に対する虐待を防止するため必要な措置を講ずるものとする。

第３０条（保育所等に通う障害者に対する虐待の防止等）
保育所等（児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第三十九条第一項に規定する保育所若しくは同法第
五十九条第一項に規定する施設のうち同法第三十九条第一項に規定する業務を目的とするもの（少数の乳児又
は幼児を対象とするものその他の厚生労働省令で定めるものを除く。）又は就学前の子どもに関する教育、保育等
の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第七条第一項に規定する認定こども園をいう。
以下同じ。）の長は、保育所等の職員その他の関係者に対する障害及び障害者に関する理解を深めるための研修
の実施及び普及啓発、保育所等に通う障害者に対する虐待に関する相談に係る体制の整備、保育所等に通う障
害者に対する虐待に対処するための措置その他の当該保育所等に通う障害者に対する虐待を防止するため必要
な措置を講ずるものとする。

モジュール５



モジュール５

その他の法律等

刑 法 ： 殺人（199条）、傷害(204条)、暴行（208条）、逮捕・監禁(220条)、強姦（177条）、
強制わいせつ（176条）、保護責任者遺棄（218条）など

民 法 ： 親権（818条～837条）
※親の「懲戒権（822条）」と児童虐待との関係

児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護
等に関する法律

配偶者から暴力の防止及び被害者の保護に関する法律

児童の権利に関する条約


